
書式第 12号 (法第 28条関係 )

令和 2年度事業報告書

特定非営利活動法人広報駆け込み寺

1 事業の成果

新型コロナ感染症拡大防止のため様々な活動が制限されるなか、当法人においてもほとんどの事業実施

困難であった。こうしたな、初めてオンラインによる研修交流会を実施したが、以前のような対面によ

研修交流会ほどの成果が得られたとは実感できなかった。一方コロナ関連も含め電話による広報の相談

多かった。

2 事業の実施に関する事項

(1)特定非営利活動に係る事業

(2)その他の事業
実施 しなかった。

事業名 事 業 内 容 実 施
日 時

実 施
場 所

従事者
の人数

受益対象者
の範囲及び

人   数

事業費の

金額

(千円)

普及・啓発
事業

コロナ禍に対応するためパ ソ
コンや周辺機器を拡充させ、

ホームページ等を通 じて当法

人について広く紹介 した。

随時 東京 /法 人事

務所

3名 会員はじめ

不特定多数

699

教育研修事業
東京、東北、関西、四国等の

会員を対象にオンラインによ

る研修交流会を行った。

10/27 東京 /主 婦会

館

7角会員はじ

め、広報関

係に従事す

る者など約
70名

867

講師派遣事業
大学からの要請により、オン

ラインと対面を組み合わせた

危機管理広報に関する研修会

に講師を派遣 した。

8/3,3/3,3/8 東京都内の依|

頼先が指定 し|

た場所

2名 大学の幹部

など46名

88

相談事業 コロナ感染者発生に関する広

報対応やマスコミの取材対応

に関する相談を受けた。

年間 を通 じ

て随時

法人事務局や

相談者の事業

所など

3名 企業や 自治

体、学校 な

どの広報担

当者 な ど、

約80名

0

従事者
の人数

事業費の

金額
(千円)

施
時

実

日

施
所

実
場

事 業 内 容事業名



書式第 13号 (法第 28条関係 )

令和2年度活動計算書 (その他事業がない場合 )

令和2年4月 1日 から令和3年 3月 31日 まで

特定非営利活動法人広報駆け込み寺

:円 )

科
日

Ｈ 金 額

の

1 受取会費
正会員受取会費
賛助会員受取会費

2 事業収益
(1)教育研修事業収益
(2)講師派遣事業収益
(3)相 談事業収益

3 補助金等
地方公共団体補助金
民間助成金

4 寄付金
5 その他収益

受取利息
その他

経常収益計
Ⅱ 経常費用

1 事業費
(1)普及 0啓発事業費

封筒,はがき,作製費
ホームページ・更新費
サーバー管理費

(2)教育研修事業費
通信・運搬費
交流会会場 (オ ンラインスタジオ)

少人数ゼ ミ会場・懇親会費
講師謝金
旅費交通費
マスコミ対策費
雑費

(3)講師派遣事業費
旅費交通費
講師謝金

4,449,340
360

0

110,000

157

81,690
4,950

61 368

0

193,256
8,000

55,685
2,760

607,715

0
11

(4)そ の他
事業費合計

2 管理費
役員報酬
給与手当
通勤定期
家賃・管理費
会議費 (理事会・総会等)

新聞図書費
消耗品費(複合機リース/コ ロナ対策品)

通信運搬費
交通費
諸会費
雑費(支払手数料等)

管理費合計
経常費用合計

当期経常増減額

０

０

０

０

０

４
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８

８
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２
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４

４

　

０

８

２

３

２
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２
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６
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２
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312,020
163,296

0

40,000

45

3,098,372

Ⅲ

　

Ⅳ

益

経常外収益計
経常外費用
経常外費用計

当期正味財産増加額

前期繰越正味財産額

９
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７
‥

ｎ
０

´
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０
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〉

正味財産合計

(又 は減少額)
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Ａ
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０
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ｎ
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〉



書式第 15号 (法 28条関係 )

令和2年度 貸借対照表

特定非営利活動法人広報駆け込み寺

(単位 :円 )

科
口
曰 金 額

I 資産の部

1 流動資産

現金預金

未収金

流 動 資 産 合 計

2 固定資産

(1)有形固定資産

車両運搬具

什器備品

有形固定資産計

(2)無形固定資産

無形固定資産計

(3)投資その他の資産

敷金

投資その他の資産計

固 定 資 産 合 計

資 産 合 計

Ⅱ 負債の部

1 流動負債

未払金

預 り金

流 動 負 債 合 計

2 固定負債

長期借入金

退職給与引当金

固 定 負 債 合 計

負 債 合 計

Ⅲ 正味財産の部

前期繰越正味財産

当期正味財産増減額

正味財産合計

負債及び正味財産合計

19,683,008

19,683,008

19,683,008

ｎ

ｖ

ｎ

ｖ

ｎ

Ｖ

19,683,008

16,584,636

3,098,372

19,683,008



1

令和2年度計算書類の注記

特定非営利活動法人広報駆け込み寺

重要な会計方針
計算書類の作成はNPO法人会計基準 (2010年7月 20日 2011年 11月 20日 一部改正 NPO法人会計基準協議)に よっています。

(1)棚卸資産の評価基準及び評価方法

(2)固 定資産の減価償却の方法

(3)引 当金の計上基準
・ 退職給付引当金

引当金

(4)施設の提供等の物的サービスを受けた場合の会計処理

(6)消 費税等の会計処理

税込処理

2.事 業別損益の状況

内 容 金 額 算定方法

合計事業部門計 管理部門教育研修事業 講師派遣事業科 目 普及啓発事業

11,248,360

110,000
157

110,000

11,248,360

157

ｎ

〉 110,000ｎ

Ｖ

517 11,358,517110,000 11,248,ｎ

ｖ 110,000ｎ

ｖ

3,701,1003,701,100

4.559,0451.654,835 2,904,210867,416 88,411699,008

'10

8,260,14588.411 1,654,835 6,605,1867,416699,008
3.098,372△  1.544.835△  867,416 21,589△ 699,008

I 経常収益
1.受取会費
2.受取寄附金
3.受取助成金等
4.事業収益
5.そ の他収益

経常収益計
Ⅱ 経常費用
(1)人件費

給料手当
退職給付費用

福利厚生費

人件費計
(2)そ の他経費

会議費
旅費交通費
施設等評価費用

減価償却費
印刷製本費

その他経費計
経常費用計

当期経常増減額

3.施 設の提供等の物的サービスの受入の内訳



4 使途等が制約された寄附金等の内訳
使途等が制約された寄附金等の内訳 (正味財産の増減及び残高の状況)は以下の通 りです。
当法人の正味財産は   円ですが、そのうち   円は、下記のように使途が特定されています。
したがって使途が制約されていない正味財産は   円です。

5。 固定資産の増減内訳

6.借 入金の増減内訳

当期借 入

役員及びその近親者との取引の内容

役員及びその近親者との取引は以下の通 りです。

8 その他特定非営利活動法人の資産、負債及び正味財産の状態並びに正味財産の増減の状況を明らかにする

ために必要な事項

事業費と管理費の按分方法

７

〓

内容: 当期増加 額

合計

無形固定資産

合計

車両運搬具

什器備品

投資その他の資産

敷金

肉役員及び近
却者 ルの最弓I

科 目
計算書類 に
計 Lされた

(活動計算書 )

活動計算書計

(貸借対照表)

貸借対照表計

その他の事業に係る資産の状況



書式第 17号 (法 28条関係 )

令和2年度財産目録

特定非営利活動法人広報駆け込み寺

(単位 :円 )

科
日

【
金 額

資産の部

1 流動資産

現金預金

手元現金

りそな銀行・愛媛銀行普通預金

未収金

事業未収金

流 動 資 産 合 計

2 固定資産

(1)有形固定資産

車両運搬具

什器備品

有形固定資産計

(2)無形固定資産

無形固定資産計

(3)投資その他の資産計

敷金

投資その他の資産計

固 定 資 産 合 計

資 産 合 計

Ⅱ 負債の部

1 流動負債

未払金

預 り金

流 動 負 債 合 計

2 固定負債

長期借入金

銀行借入金

固 定 負 債 合 計

負

　

正

債  合  計

味  財  産

19,683,008

19 683,008

19,683,008

ｎ

ｖ

ｎ

Ｖ

ｎ

ｖ

19,683,008



書式第 18号 (法第 28条関係 )

事 業 報 告 用

令和 2年度年間役員名簿 (前事業年度において役員であったことがある全員の氏名及び住所又は居所並

びにこれらの者についての前事業年度における報酬の有無を記載した名簿)

埜」
=コ

ロ当 il星旦1塗△四甘輩Ш L込」生主__

1 確認事項 (法第20条及び第21条を確認の上、チェックを入れてください。)

□以下の役員には、

回各役員について、

欠格事由者が含まれません。 (法第 20条関係 )

に していません。 (法第 21条関係 )

2 役員一覧

役 名
どちらかに○

(フ リガナ)

住 所 又 は 居 所
前事業年度内の

就任期間

報酬を受けた期間

(該 当者のみに記入)

氏   名

1 睡ヨ F目[ヨ

ミスミセツオ 令和2年4月 1 日

令和3年3月 31日

令和2年4月 1 日

令和3年3月 31 日
三隅説夫

９

“ 睡憂]・
監事

マンダカズヒコ 令和2年4月 1 日

令和3年3月 31日

令和2年4月 1 日

令和3年3月 31日
萬田和彦

3 睡憂]・
監事

ノムラヒデキ
令和2年4月 1 日

令和3年3月 31日
野村秀樹

4 睡亜]・
監事

カミヤタツキ 令和2年4月 1 日

令和3年3月 31日
神谷 樹

Ｆ
Ｄ 監事

ナガノカオリ
令和2年4月 1 日

令和3年3月 31日
長野 香

6 睡憂]・
監事

サキタヤスシ 令和2年4月 1 日

令和3年3月 31日
崎田 祥

7 睡亜]・
監事

F7Z4 3 令和2年4月 1日

令和3年3月 31日
伊達聖子

ｎ
ё 理事・匡ヨ

クサカシュウイチ 令和2年4月 1 日

令和3年3月 31日
日下修一



書式第 4号 (法第10条・第28条関係 )

社 員 名 簿 (社員のうち10人以上の者の名簿)

特定非営利活動法人広報駆け込み寺

氏   名 住 所 又 は 居 所

1 三隅説夫

2 高田和彦

3 鏑木良子

4 森ビル冊
広報室長 野村秀樹

5
あいおいニッセイ同和
損害保険榊

広報部長 伊達聖子

6 腑 JTB
広報室長 神谷 樹

7
学校法人 立教学院

広報室長 長野 香

8
明和證券榊

代表取締役社長

小林正浩

9 榊伊藤園
広報部長 原 滋典

10 腑 日本財託
広報室長 坂元寛和

11
騰)フ ジテレビジョン

編成局広報センター広報局長

若生伸子

12
明治安田生命保険 (相 )

広報部長
山田克己


